
【山形県】

事業内容

①本県の課題

特別な支援を必要とする子供を、早

期から関係機関と連携して支援の輪を

広げながら、社会へつなぐことが求められる。そのツールとして、「個別の

教育支援計画」の作成率向上と活用、引継ぎ、及び関係機関の連携をコー

ディネートする担当者の専門性向上を図る必要がある。

②目的

就学前から社会参加までの切れ目ない支援のための連携体制整備を目指す。

目的

特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制整備

成果
①得られた成果

ア）「個別の教育支援計画」の作成率の向上と学校間の連携強化

イ）関係機関との連携の意義の理解向上、関係構築

ウ）地域ネットワーク構築のモデル市町の好事例の情報共有

エ）異校種参加の研修を通じた連携強化による見通しのある支援

オ）就労支援コーディネーターの配置による実習先、就労先の開拓と

ジョブコーチ的役割による障がい者への理解促進

②成果を踏まえた今後の取組

・整備された体制の機能強化を目指し、切れ目ない支援が確実に行われる

よう継続的に連携充実を図り、児童生徒の自立と社会参加を進める。

主な取組

◆成果ウ）地域ネットワーク構築のモデル市町の好事例の情報共有

Ｈ31年度２市町を地域ネットワーク構築のモデル市町に指定。「早期からの関係機関との連携」「個別の教育支援計画等

の共通様式の検討と引継体制の強化」をテーマに実践。これらを含む市町の好事例を市町村教育委員会が共有することで、

各教育委員会が関係機関との連携の方法を工夫したり、連携先を広げたりする等、実効性のあるネットワーク構築を行って

おり、好事例（具体例）の周知が実効性につながっている。参照：リーフレット（教師が保護者に説明するときに使用）

◆成果エ）異校種参加の研修を通した連携強化による見通しのある支援

高等学校特別支援教育コーディネーターと小中学校、特別支援学校の巡回相談員の合同研修会をＲ２年度より実施。この

研修により、参加者は専門性の幅を広げるとともに、相談員との連携を深め、引継ぎを強化する等、見通しのある支援につ

なげている。

◆成果オ）就労支援コーディネーターの配置による効果

県内２地区に２名の就労支援コーディネーターを配置（１名→２名に増）し、実習先、就労先開拓、ジョブコーチ的役割

による職場内での障がい者への理解促進を行っている。また、県内４地区で地区別戦略会議を開催し、関係者で障がい者雇

用に対する課題を整理、各機関で改善に向けた取組を行っている。

作成したリーフレットの一部
「個別の教育支援計画の作成tと活用」（Ｒ３）


